


































































































































































































　 4 . 貨幣賃金の引き下げは、物価の下落、デフレーションをもたらすので
58　　国際関係紀要　第 22 巻　第 2 号
あるが、デフレーションは実質的な債務負担を増大させる。












































































































62　　国際関係紀要　第 22 巻　第 2 号
　 1 . 自分が株を保有しているか、あるいは保有を検討している企業の経営
について、詳しい知識をもたない投資家が増加している。
　 2 . 企業利潤の日々の変動が、一時的で重要性をもたないものであって
も、市場に過大な影響を及ぼす傾向にある。




























































































































































































































































































































































































































































（2012 年 9 月 30 日脱稿）
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